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「ＮＨＫインターネット活⽤業務実施基準（素案）」に対するご意⾒とＮＨＫの考え⽅ 

 

実施期間 ２０２０年９⽉１６⽇（⽔） 〜 ２０２０年１０⽉１５⽇（⽊） 

 

ご意⾒の件数 １０６件 （放送事業者等団体４１件、個⼈６５件） 

提出者 

放送事業者等︓４１件（提出順。名称は提出名による） 

株式会社テレビユー⼭形、⽇本テレビ放送網株式会社、株式会社 宮城テレビ放送、中京テレビ放送株式会社、株式会社テレビ朝⽇ホールディ
ングス、ＲＫＢ毎⽇放送株式会社、株式会社 福島中央テレビ、⻘森放送株式会社、株式会社フジテレビジョン、㈱テレビ⾼知、讀賣テレビ放送
株式会社、株式会社テレビ岩⼿、株式会社⿅児島讀賣テレビ、⻄⽇本放送株式会社、株式会社テレビ信州、朝⽇放送テレビ株式会社、株式
会社福岡放送、関⻄テレビ放送株式会社、札幌テレビ放送 株式会社、株式会社テレビ愛媛、⽇本海テレビジョン放送株式会社、テレビ⼤阪株
式会社、株式会社中国放送、株式会社テレビ新潟放送網、株式会社⼤分放送、㈱静岡第⼀テレビ、東海テレビ放送株式会社、株式会社テレ
ビ宮崎、TBS テレビ、株式会社毎⽇放送、四国放送株式会社、株式会社熊本県⺠テレビ、株式会社⻑崎国際テレビ、テレビ⼤分、中部⽇本放
送株式会社、⼭⼝放送株式会社、北海道⽂化放送、広島テレビ放送株式会社、⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟、株式会社テレビ東京ホー
ルディングス、⼀般社団法⼈⽇本新聞協会メディア開発委員会 

個⼈︓６５件 

寄せられたご意⾒ ご意⾒⼀覧に記載 
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【インターネット活⽤業務実施基準変更（素案）において、変更案を提⽰した条項に関するご意⾒】  

条項 ご意⾒ ＮＨＫの考え⽅ 
第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 8 条 実施状況の公
表、評価及び改善 

 ●当該業務の実施状況について「技術の発達および需要の動向その他の事情を勘
案して評価を⾏う」とした点は妥当であると考えます。ＮＨＫは放送事業が主たる⽬
的であり、当該業務は、⺠業圧迫の懸念もある中で、「放送の補完」として抑制的で
あるべきです。特に「ＮＨＫプラス」における「同時配信」の利⽤状況に関しては、登録
者数のみならず、利⽤⼈数及び利⽤分数等に関して詳細に⽰し、費⽤との整合性を
常に明らかにしていくことを要望します。事業年度ごとの審査においては、当該業務関
連費⽤と受信料財源との整合において、同時配信を性急に拡⼤する必要性が⾒られ
ないという評価もあって然るべきで、放送と配信の在り⽅を含め、審査・評価委員会に
よる適正な評価及び情報公開がなされていくことを要望します。  
 
【中部⽇本放送株式会社】 
 
サービスの利⽤状況や収⽀などインターネット活⽤業務の実施状況を公表し評価して
いくことは、業務の効果・効⽤を判断するために重要です。費⽤や業務の⾒直しを継
続的に⾏うために“少なくとも 3 年ごと”を“1 年ごと”に改めるべきと考えます。 インター
ネット活⽤業務で得られる通信ネットワークへの負荷のデータやシステム構築、権利処
理等に関する知⾒についても開⽰するよう要望します。 
 
【株式会社テレビ信州】 
 

いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に
おいて、参考にさせていただきます。 

第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 8 条 実施状況の公
表、評価及び改善 

 第 8 条第 2 項  ・・・技術の発達および需要の動向その他の事情を勘案して 
⇒ ・・・技術の発達および需要の動向等を個別具体的に勘案して   
 
【個⼈】 

第 8 条第 2 項は放送法第 20 条第 17 項
の規定に基づくインターネット活⽤業務の実施
状況の評価についての規定であり、今回の変
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更は、評価の視点を明確にするため、放送法
の規定と同⼀の⽂⾔を追加するものです。 

第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 9 条 インターネット活
⽤業務審査・評価委員会 

第９条 4 項について、インターネット活⽤業務審査・評価委員会の権限を著しく下げ
る修正案であり⼤きな過ちであると考える。 
 
【個⼈】 
（個⼈からの類似する意⾒︓２件） 

今回の変更は、規定をより正確な表現に改め
ようとするもので、インターネット活⽤業務審
査・評価委員会の権限は変わりません。 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 14 条 業務の実施⽅
法 

地⽅向け放送番組について 14 ⽇以内とする。と変更することは、視聴者の⽴場から
として、とても有り難いことです。利便性富んだ良い変更だと思います。 
 
【個⼈】 

賛同のご意⾒として承りました。 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 14 条 業務の実施⽅
法 

【第 14 条(2 号受信料財源業務の実施⽅法）関連】地⽅向け放送番組の⾒逃し
配信に関し、放送開始直後に配信開始できない場合があり得ることを理由に、配信
期間を通常の 7 ⽇以内ではなく、14 ⽇以内とするとしている。地⽅向け番組の配信
強化の必要性は理解する⼀⽅、前述のとおり、多様な⾔論を確保する視点から抑制
的に運⽤することも求められる。放送開始直後の配信が難しい場合があり得ることにも
鑑み、配信開始から 7 ⽇以内とすべきである。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本新聞協会メディア開発委員会】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓１件） 
 
NHK に対しては、地⽅向け放送番組の配信については「⺠間地⽅放送局の事業運
営に⼗分な配慮をすること」を求められていたはずである。その前提があるにもかかわら
ず、「拠点放送局からの配信は簡易な設備を⽤いて実施すること等から、放送直後に
配信できない場合」がありうるため、「通常 7 ⽇間以内としている⾒逃し配信期間を
14 ⽇以内とする」などと配信期間等のみを先⾏して改定するのは、「⼗分な配慮」を
しているとはまったく受け⽌められない。「簡易な設備」などの基準も明確ではなく、ひい

今回の変更は、放送法上の努⼒義務でもあ
る地⽅向け放送番組の配信を視聴していただ
く機会を確保しようとするものです。配信開始
⽇は⼀定ではなく、いつまで配信するのか、利
⽤者にとってなるべくわかりやすくするため、放
送⽇を起点として期間を定める規定としていま
す。 
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ては配信期間の恣意的な運⽤を可能とする恐れがあり、特例を認める必要があるのか
の説明も全く不⼗分である 
 
【北海道⽂化放送】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓４件、個⼈からの類似する意⾒︓１件） 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 14 条 業務の実施⽅
法 

第 13 条第 1 項について、全体的に妥当であると考えています。 
（中略） 
この利点を⽣かして⽇本国内でも NHK プラスに登録していることを条件に提供すべき
と考えていますが、まずは原案通り邦⼈向け国際放送の放送番組に係るものを⽇本
国外に限るのは妥当であると思います。 
 
【個⼈】 

賛同のご意⾒として承りました。 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 17 条 業務実施に要す
る費⽤ 

本案の最⼤の問題点は、実施に要する費⽤に関して、受信料収⼊の 2.5％の上限
を撤廃し、中期経営計画に記載するとした点です。ＮＨＫは、放送を⾏うことを⽬的
として放送法に基づき設置され、独占的な受信料収⼊で運営される特殊法⼈です。
インターネット活⽤業務の実施費⽤は、「放送」の受信設備の設置者から徴収する受
信料の⼀部を使⽤する構造となっており、こうしたＮＨＫの法的な性格や構造から、
必然的に抑制的な管理が求められます。ＮＨＫのインターネット活⽤業務のあり⽅
は、総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」で議論が積み重ねられてきました。
受信料収⼊の 2.5％の費⽤上限は、そのなかでＮＨＫが実施費⽤の抑制的な管理
のための基準として⾃ら設定したものです。その基準を何ら明確な説明なく撤廃するこ
とは、これまでの議論を蔑ろにするものであり、到底容認できません。費⽤の上限を明
確な数値として⽰すべきです。 
そもそも、総務省「⽇本放送協会のインターネット活⽤業務の実施基準の認可に関す
るガイドライン」は、「業務の実施に過⼤な費⽤を要するものでないこと」を認可要件の
⼀つに掲げ、「受信料財源業務の実施に要する費⽤の上限が適正かつ明確に定めら

ご意⾒を踏まえ、2 号受信料財源業務の実
施に要する費⽤についての変更案を⾒直し、
具体的な数値を含めた規定に改めました。 
また、「インターネット活⽤業務の実施に要する
費⽤に関する事項の算定根拠」（以下「算
定根拠」といいます。）における算定根拠の説
明も改めました。 
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れていること」を具体的な審査基準として明記しています。費⽤上限が明確に⽰されて
いない本案は、認可要件を満たしていないと考えます。 
上記ガイドラインは、「法第 15 条の⽬的達成に資すること」も認可要件の⼀つとし、
「市場の競争を阻害しないこと」を具体的審査基準に掲げています。⻭⽌めとなるべき
費⽤上限が明⽰されないまま、受信料財源を背景にＮＨＫがインターネットの活⽤を
拡⼤することは、⺠間企業による市場競争に影響を及ぼしかねず、その点からも適切
ではありません。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓３４件、個⼈からの類似する意⾒︓１０
件） 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 17 条 業務実施に要す
る費⽤ 

本年８⽉に公表された来年度からの NHK 経営計画案において、「コンテンツを、合
理的なコストにより最適な媒体（地上波・衛星波・インターネット）で提供する」との⽅
針が表明されました。この表明により、私共は、ＮＨＫがインターネット活⽤業務を放
送と横並びに位置づけようとしていると強く懸念しています。 そもそもＮＨＫのインター
ネット利活⽤による事業は、『インターネット活⽤業務実施基準』においてはあくまで放
送の補完、任意業務と位置付けられており、それをなし崩し的に拡⼤することは決して
認められるものではありません。 また、総務省『⽇本放送協会のインターネット活⽤業
務の実施基準の認可に関するガイドライン』に「過多な費⽤を要するものではないこと」
が認可要件として掲げられている以上、そこには⼀定の制約が課されてしかるべきもの
です。 その意味において、従来、受信料収⼊の２．５％を上限としていた実施に要
する費⽤が、今回の『ＮＨＫインターネット活⽤業務実施基準（素案）』において撤
廃されたことは明らかにその趣旨に則らないことと考えます。  実施費⽤の上限撤廃に
より想定されるインターネット分野でのＮＨＫの事業巨⼤化は、定められている“放送
の補完”に留まらない恐れがあるばかりか、その肥⼤化はひいては⺠間事業者の経営に
多⼤な影響を与える可能性があり、⺠業圧迫という観点からも到底受け⼊れられるこ
とではありません。 また、費⽤の前提となる財源の受信料収⼊⾃体、⼈⼝・世帯数の

「算定根拠」の記載をより丁寧な説明となるよ
う改めました。 
8 ⽉に公表した「NHK 経営計画（2021-
2023 年）（案）」では、「今後の受信料収
⼊は、⻑期的には減収局⾯が続くことは避け
られない」と想定したうえで、収⽀の⾒通しを
⽰しています。実施に要する費⽤については、
任意業務であるインターネット活⽤業務を適
切な規模で実施するという考え⽅を維持し、
費⽤をより⼀層抑制的に管理する姿勢で臨
む⼀⽅で、新型コロナウイルス感染症の影響
を受けた今後の社会・経済状況の変化等によ
り受信料収⼊が⼤きく変動したとしても、常時
同時配信等業務や、地域展開や国際展開
など公益性の観点から実施が求められる業務
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減少、テレビ保有率の低下に伴って減収傾向にあるとしながらも、実際には、衛星波の
受動受信に係る受信料徴収を包含して増⼤しており、今後も衛星契約の割合は拡
⼤が予想されます。  これらの事を踏まえ、受信料収⼊の２．５％以内とする上限に
ついては、引き続き堅持すべきであると考えます。  
 
【⻄⽇本放送株式会社】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓４件、個⼈からの類似する意⾒︓１件）  

を可能な限り⼗全に実施する観点から、規定
を変更するものです。 

第 3 部 ２号受信料財源
業務 
第 17 条 業務実施に要す
る費⽤ 

本案に添付された「現時点の費⽤の⾒通し」は、ＮＨＫが実施を希望する業務に要
する費⽤を積み上げたものに過ぎません。受信料制度との整合性や市場競争への影
響などを踏まえて設定されるべき「上限」とは本質的に考え⽅を異にします。費⽤⽔準
に関しても、来年度のオリンピック・パラリンピック東京⼤会が簡素化の⽅向で検討され
ていることを考慮していない点や、⼤会開催後の 2022 年度以降も 2021 年度とほ
ぼ同⽔準の費⽤を⾒込んでいることは、抑制的な姿勢とは程遠いものです。総務省は
昨年 11 ⽉、ＮＨＫが前⽉に⾏ったインターネット活⽤業務実施基準案の認可申請
の取扱いに関して「基本的考え⽅」を⽂書で提⽰しています。同⽂書は、ＮＨＫが実
施した意⾒募集で⺠放事業者から市場競争への影響についての懸念が表明されたこ
とに加えて、「常時同時配信の実施に先⽴ち、既存業務や受信料の⾒直しをすべき
旨が指摘されている」点をあえて強調したうえで、「以上から、令和２年度については、
インターネット活⽤業務の費⽤の上限は、⼀時的に発⽣する⼤会に関する業務の費
⽤を除き、『受信料収⼊の 2.5％』を維持することとし、既存のインターネット活⽤業務
についても、真に必要なものかを検証して⾒直し、効率化を図ることが望ましい」と記し
ています。この１年のあいだに既存業務や受信料の⾒直しはまったく進んでいません。
にもかかわらず、上限を取り払い、オリンピック・パラリンピック東京⼤会開催後の実施費
⽤を過⼤に積むことは、「基本的考え⽅」やこれに伴う真摯な議論を完全に反古にす
るものです。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟】 

令和３〜５年度の２号受信料財源業務の
費⽤の現時点での⾒通しについては「算定根
拠」において表を⽰しています。 
東京オリンピック・パラリンピックに関する費⽤の
３年度の⾒込みは１７億円であり、表では
「上記以外の業務」に含んでいます。「上記以
外の業務」は、４年度にワールドカップサッカ
ー・カタール⼤会にかかる費⽤を含むものの、4
年度（2022 年度）以降の費⽤は 3 年度
（2021 年度）に⽐して減ると⾒込んでいま
す。 
⼀⽅、「常時同時配信等業務」については地
⽅向け放送番組の配信強化やサービス利⽤
量の増加等、「国際インターネット活⽤業務」
については国際放送番組の配信の強化や多
⾔語化の推進、コンテンツの強化等により、費
⽤増を⾒込んでいます。 
東京オリンピック・パラリンピックに関する費⽤の
３年度の⾒込みは１７億円で、２年度予算
の１９億円から圧縮しています。⼤会の簡素
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（放送事業者等からの類似する意⾒︓４件、個⼈からの類似する意⾒︓４件） 化については、競技会場や選⼿村の装飾、組
織委職員の⾒直しなどが対象で、競技⽇程、
競技数、参加⼈数など⼤会の根幹となる規
模は延期前と変わらず、費⽤削減に直接的
につながるものではありませんが、サービス内容
を⼀部⾒直し、費⽤を抑制しました。 

第 5 部 ３号受信料財源
業務 
第 32 条 業務実施に要す
る費⽤ 

業務実施に要する費⽤第３２条に対してですが、上限という表現を越えないという表
現にしても意味がない気がします。 具体的に例として９９００万までとか越えない数
字を提⽰しないと費⽤を１億ギリギリ使って良いのだという考えになりそうです。 もっと今
までかかっていた費⽤を調査して本当に必要だった費⽤を平均して、その費⽤の 25%
位を具体的な数字に明⽰したらどうでしょうか︖ 
 
【個⼈】 
（個⼈からの類似する意⾒︓４件） 

「上限とする」と「超えない額とする」との間に特
段の差異はありませんが、第 17 条の規定とあ
わせて⽂⾔を検討するなかで、費⽤を⾃律的
に抑制していくという基本的な考え⽅に照らし
て「超えない」という語を⽤いたものです。 

附則 
第 2 条 地上テレビ常時同
時配信の段階的実施 

インターネット活⽤業務に係る費⽤同様、提供時間限定解除による⾮常時を除く深
夜早朝帯までの拡⼤は、これまでの同時配信における視聴者のニーズ、利⽤頻度、
利⽤層等をしっかり分析したうえで実施されるべきであり、その際には視聴者や国⺠へ
の説明が必要であると考えます。 
 
【関⻄テレビ放送株式会社】 

いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に
おいて、参考にさせていただきます。 

附則 
第 3 条 地⽅向け放送番
組の提供に係る計画 

附則第 3 条に記載されている「地⽅向け放送番組の提供に係る計画」は本素案で
削除されていますが、8 ⽉公表の経営計画（案）にて「拠点放送局において地⽅向
け放送番組の提供に必要となる整備を⾏う。具体的な計画等については 2021 年の
本計画の議決の際に⽰す。」となっており、これが早期に⽰されるものと認識していま
す。その際、地域住⺠や地域に⽴脚する⺠間放送事業者に対して、丁寧に説明がさ
れることを要望します。  
 

ご指摘の通り、「地⽅向け放送番組の提供に
係る計画」については今年度中にお⽰しするこ
ととしていることから、令和 3 年 4 ⽉ 1 ⽇施
⾏を予定している今回の変更では附則第 3
条を削除することにしました。 
現時点では、２年度末までに本部と⼤阪拠
点放送局の配信設備の整備を⾏い、南関東
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【東海テレビ放送株式会社】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓１件） 

エリア以外の地域で放送された地⽅向け放送
番組の⾒逃し番組配信を開始することとして
おり、３年度当初はこれらの設備を⽤いて、
⼤阪拠点放送局の番組をはじめ他の放送局
で放送した番組も含めて⾒逃し番組配信を
実施するとともに、効率的な配信⽅法につい
ての検討・検証を進めることにしています。以
降の整備・運⽤については、これらの検討・検
証を踏まえて具体化していきます。 

附則 
第 4 条 オリンピック・パラリ
ンピック東京⼤会に係る取
り組み 

・オリンピック･パラリンピック東京⼤会（以下、「東京⼤会」）に関する費⽤について
は、NHK ⾃ら「受信料収⼊の 2.5％」とは別枠で費⽤の上限を定め、1 年限りという
前提で認可されたものと認識しています。今回、NHK は別枠（上限）を設けない考
えを⽰しましたが、東京⼤会、聖⽕リレー等の合理化、簡素化が検討される中、常識
的には配信費⽤も低減するはずですが、それにもかかわらず別枠（上限）を撤廃する
意図が不明です。  
・さらに東京⼤会終了後の 2022 年度以降も同⽔準の費⽤が計上されており、なぜ
予算規模が維持されるのか明確な説明がありません。東京⼤会に関する費⽤は、現
⾏と同様に 2021 年度限りの費⽤として別枠計上し、2022 年度以降の予算規模
を抑制すべきと考えます。 
 ・東京⼤会に関しては、⺠間事業者も国⺠･視聴者の関⼼に応えるための配信事業
を予定しており、NHK が⺠間事業者と競合するコンテンツを無秩序に配信することは、
⺠間の市場競争を著しく阻害することにつながりかねません。あくまで「放送の補完」とし
て節度をもって配信することが前提になると考えます。放送されない競技の配信や多⾔
語対応に注⼒することで、NHK が本来果たすべき公共的価値が発揮されると考えま
す。  

２号受信料財源業務の実施に要する費⽤に
ついては、協会の業務全体の中でインターネッ
ト活⽤業務のあり⽅や費⽤を検討していくこと
が適切であると考え、中期経営計画の策定に
あたり、協会の業務および財政の⾒通しを踏
まえて検討しています。費⽤の算定に当たっ
て、たとえば、３年度については東京オリンピッ
ク・パラリンピックに関する費⽤を⾒込む必要が
あることから、地⽅向け放送番組に係る常時
同時配信等業務については、当初は⽀出を
抑制しながら段階的に充実を図ることを前提
とするなど、別枠を設けず、全体として抑制的
に管理する考えです。 
東京オリンピック・パラリンピックに関する費⽤の
３年度の⾒込みは１７億円で、２年度予算
の１９億円から圧縮しています。⼤会の簡素
化については、競技会場や選⼿村の装飾、組
織委職員の⾒直しなどが対象で、競技⽇程、



9 

 

・⼤会の競技中継や関連番組の同時配信で、受信契約を促すメッセージを⾮表⽰と
することについて、他のスポーツ⼤会やイベント等になし崩し的に拡⼤することのないよう
強く要望いたします。 
 
【株式会社テレビ朝⽇ホールディングス】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓３件、個⼈からの類似する意⾒︓１件） 
 
仮に 2021 年度もオリンピック等が中⽌となった場合、予算はどうするのか 
 
【個⼈】 

競技数、参加⼈数など⼤会の根幹となる規
模は延期前と変わらず、費⽤削減に直接的
につながるものではありませんが、サービス内容
を⼀部⾒直し、費⽤を抑制しました。 
オリンピック・パラリンピックが 2021 年度に開
催されなかった場合、費⽤規模は縮⼩が⾒込
まれますが、既に配信の準備を進めているた
め、⼀定の⽀出の発⽣が想定されます。 
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【インターネット活⽤業務実施基準において、変更案を提⽰していない条項に関するご意⾒】 

条項 ご意⾒ ＮＨＫの考え⽅ 
第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 5 条 理解増進情報の
提供に係る基本原則 

「理解増進情報」についても、実施基準では「特定の放送番組に関連付けられた補助
的な情報の範囲のもの」と規定されていますが、放送番組との関連性や補助的な情
報の範囲について、明確に定められていません。「理解増進情報」が拡⼤解釈され、
際限なく情報が提供されてしまうと、⺠間放送事業者の事業価値は著しく低下し、適
切な市場競争が阻害される可能性がありますので、定義を明確にして抑制的に運⽤
されるべきです。   
 
【広島テレビ放送株式会社】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓３件） 

「理解増進情報」の範囲に関しては、本年 5
⽉から 7 ⽉にかけて競合事業者からの意⾒
聴取を実施し、検証を⾏いました。提出意⾒
に対する協会の考え⽅および検証の結果は 8
⽉ 28 ⽇のインターネット活⽤業務審査・評
価委員会で報告し、委員会資料として HP で
公表していますが、その内容は以下のとおりで
す。 
実施基準では、理解増進情報の範囲につい
て、「特定の放送番組に関連付けられた補助
的な情報の範囲」とすることを定め、６つの類
型を列挙しています。もとより、提供する情報
が実施基準に定める範囲を逸脱するようなこ
とがあってはなりませんが、⼀⽅で、理解増進
情報にはさまざまな表現⽅法があり得ることか
ら、その範囲をその形式によって限定することは
適当でないと考えます。 

第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 10 条 放送法上の努
⼒義務に係る取り組み 

地⽅向けの放送番組の配信に関しては、放送法上の努⼒義務とされていますが、改
正放送法審議時の衆参両院の総務委員会で附帯決議が⾏われ、常時同時配信を
⾏う際に「⺠間地⽅放送局の事業運営に⼗分に配慮すること」をＮＨＫに求めていま
す。ＮＨＫの経営計画（2021－2023 年度）（案）では、「計画期間中に、拠
点放送局において地⽅向け放送番組の提供に必要となる設備の整備を⾏う」とし、
具体的な計画等については議決の際に⽰すとされました。同時配信・⾒逃し配信を問

ご指摘の通り、「地⽅向け放送番組の提供に
係る計画」については今年度中にお⽰しするこ
ととしています。 
現時点では、東京から放送していない⼀部番
組の⾒逃し番組を今年度から段階的に実施
し、来年度以降、順次拡⼤したいと考えてい
ます。具体的には、２年度末までに本部と⼤
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わず、地⽅向け放送番組に関する具体的な計画を早期に⽰し、地域住⺠や⺠放ロ
ーカル局に丁寧に説明を尽くすことが重要です。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓１１件） 
 
ＮＨＫのインターネット活⽤業務は⺠間と⽐べて多くの費⽤が投じられ、市場原理を
阻害する懸念があります。各地域には⺠放事業者が地域住⺠とともに育ててきたスポ
ーツ⼤会や⾏事などがあります。特にスポーツの⽣中継番組等については、⺠放事業
者による放送やインターネット配信と重複・競合しないよう、⺠放事業者の商業性に配
慮することを要望します。   
 
【⻘森放送株式会社】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓３件、個⼈からの類似する意⾒︓１件） 
 
地域の⼈々にとってＮＨＫの地域番組で情報として最も有意義なものは、地域ニュー
スや地域関連放送枠であろう。これらのジャンルこそ同時性をより求められるものと考え
られ、その点から地域番組の同時配信をＮＨＫとして優先的に対処すべきではない
か。 
 
【株式会社テレビ愛媛】 
（個⼈からの類似する意⾒︓１件） 
 
らじるらじるのような地⽅ブロックでの配信ではなく県域での配信も充実してほしいです。 
 
【個⼈】 

阪拠点放送局の配信設備の整備を⾏い、南
関東エリア以外の地域で放送された地⽅向け
放送番組の⾒逃し番組配信を開始することと
しており、３年度当初はこれらの設備を⽤い
て、⼤阪拠点放送局の番組をはじめ他の放
送局で放送した番組も含めて⾒逃し番組配
信を実施するとともに、効率的な配信⽅法に
ついての検討・検証を進めることにしています。
以降の整備・運⽤については、これらの検討・
検証を踏まえて具体化していきます。 
放送において培ってきた⼆元体制を踏まえ、
放送と通信の融合時代においても⺠放との連
携や協調は重要と考えており、地⽅向け放送
番組の配信についても⺠放事業者のさまざま
なご意⾒もふまえて検討してまいります。 
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第 2 部 インターネット活⽤
業務に関する通則 
第 10 条 放送法上の努
⼒義務に係る取り組み 

昨年９⽉にＮＨＫが実施した意⾒募集に対して、当連盟は、同時配信と⾒逃し配
信それぞれのニーズ傾向等を全⾯的に開⽰し、関係者が有益な知⾒を得られることが
重要と指摘するとともに、インターネット活⽤業務で得られる通信ネットワークへの負荷
のデータや、システム構築、権利処理等に関する知⾒について関係者に提供することを
要望しました。こうした点は本案では具体的に触れられていませんが、積極的な取り組
みを期待します。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟】 
（放送事業者等からの類似する意⾒︓１２件） 

いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に
おいて、参考にさせていただきます。 

第 4 部 ２号有料業務 
第 23 条 料⾦その他の提
供条件 

NHK オンデマンドについて  2010 年頃からずっとアカウントをもっていて利⽤しています
が、 なぜいまだに受信料とは別料⾦なのでしょうか。 受信料を納めている者は無料で
利⽤できるようにならないのですか︖ 
 
【個⼈】 
（個⼈からの類似する意⾒︓１件） 

いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に
おいて、参考にさせていただきます。 
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【インターネット活⽤業務および実施基準全体に関するご意⾒】  

ご意⾒ ＮＨＫの考え⽅ 

当連盟はこれまで、特殊法⼈であるＮＨＫは業務・受信料・ガバナンスを⼀体的に改⾰していくべきだとする、いわゆ
る“三位⼀体改⾰”に賛意を⽰してきました。昨年９⽉にＮＨＫが実施した「インターネット活⽤業務実施基準（素
案）」に関する意⾒募集に対して、当連盟は、ＮＨＫインターネット活⽤業務のあり⽅は“三位⼀体改⾰”の中で整
理、検討されるべきであるとの意⾒を述べております。しかし、ＮＨＫが本年８⽉に公表した経営計画（2021－
2023 年度）（案）では、インターネットの活⽤を拡⼤する姿勢を⽰す⼀⽅、既存業務の⼤胆な⾒直しによる事業
規模の適正化や、受信料体系・⽔準の⾒直しをはじめ、多くの課題について具体的な取り組みが⽰されることはあり
ませんでした。こうした課題を置き去りにしたまま、インターネット活⽤業務に多額の受信料をつぎ込むのでは、国⺠・視
聴者の理解は得られないと考えます。ＮＨＫは⾃ら“三位⼀体改⾰”の具体策を早急に⽰し、国⺠・視聴者の理解
を得て抜本的な改⾰を断⾏すべきです。 
 
【⼀般社団法⼈⽇本⺠間放送連盟】 
（放送事業者等からの類似するご意⾒︓１４件） 

インターネット活⽤業務のあり⽅は業務・受信
料・ガバナンスのいわゆる「三位⼀体改⾰」の
中で整理、検討されるべきとの視点は重要と
認識しております。8 ⽉にお⽰しした中期経
営計画（案）の考え⽅は三位⼀体改⾰を
さらに進めようとするもので、この点を踏まえ、
今回の実施基準の変更では、2 号受信料
財源業務の実施に要する費⽤について、中
期経営計画の策定または変更に当たって協
会全体の業務および収⽀の⾒通しとあわせて
検討することとしました。 
ご指摘の点は中期経営計画の策定にあたっ
て参考にさせていただきます。 

「NHK インターネット活⽤業務実施基準(素案)」は、インターネットを活⽤した業務を実施することにあたり、とても素
晴らしい素案だと考えております。  
（中略） 
この基準の素案を的確に実⾏するには、極めて重要な素案だと考えざるをえないという意⾒を提出することにします。 
 
【個⼈】 
（個⼈からの類似するご意⾒︓１件） 

賛同のご意⾒として承りました。 
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【ＮＨＫ全般に関するご意⾒】 

ご意⾒ ＮＨＫの考え⽅ 
ＮＨＫの改⾰や、あるべき姿に関するご意⾒ いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に

おいて、参考にさせていただきます。 
ＮＨＫの事業収⼊・⽀出・資産、受信料制度や受信料額等に関するご意⾒ いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に

おいて、参考にさせていただきます。 
放送番組など広く番組内容や編集に関するご意⾒ いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に

おいて、参考にさせていただきます。 
地上波・衛星波・⾳声波等の放送サービスに関するご意⾒ いただいたご意⾒は、今後の計画・運営等に

おいて、参考にさせていただきます。 
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【意⾒募集に関するご意⾒】   

ご意⾒ ＮＨＫの考え⽅ 
意⾒募集のとりまとめと公表にあたっては、提出された意⾒それぞれに対するＮＨＫの考え⽅を具体的かつ丁寧に説
明するよう求めます。   
 
【株式会社フジテレビジョン】 
（個⼈からの類似する意⾒︓１件） 

いただいたご意⾒について、同旨のご意⾒を
整理のうえ、ＮＨＫの考え⽅を記載しまし
た。 

 

※ご意⾒は、いただいた原⽂のとおりに記載しています。 


